
　第３期大阪府障がい福祉計画の策定について 
■障がい福祉計画と自立支援協議会

障害者自立支援法第89条第5項　＊未施行
　　　都道府県は、自立支援協議会を設置したときは、都道府県障がい福祉計画を定め、又は変更しようとする場合において、あらかじめ、自立支援協議会の意見を聴くよう努めなければならない。

H23.2.22障害保健福祉関係主管課長会議等資料
施行日は、平成24年4月1日を予定しているが、改正の趣旨を踏まえ、「第3期障がい福祉計画（平成24年度～）」の作成に当たっても、自立支援協議会の意見を聴くよう努めることが望ましい。
■計画期間
	25
	26
	27
	28
	29
	





■計画策定に向けた今後の予定（案）



■第3期障がい福祉計画の考え方（H23.2.22障害保健福祉関係主管課長会議等資料より）
【基本理念等】
〇指針の基本的理念･基本的考え方、計画に定める事項等は変更しない（必要な時点修正は行う）。
〇障害者総合福祉法(仮称)の実施により、計画期間中の見直しの可能性がある。
〇児童福祉法に基づく障がい児のサービスについては、法律上計画の策定義務は無いが、各都道府県の判断でサービス提供体制の整備方針等を定めることが望ましい。
【数値目標の設定方法】
〇次の数値を基本としつつ、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定。既に数値を上回る都道府県等はさらに高い目標値を設定。
	項目
	第3期計画(国の指針案)
	第2期計画

	
	
	国の指針
	府計画

	施設入所者の地域生活への移行
	地域移行者数
	H26年度末の数値目標は、H17.10.1時点の施設入所者数の3割以上が地域生活へ移行することを基本とする。(*1)
	H23年度末の数値目標は、第1期計画時点の施設入所者数の1割以上が地域生活へ移行
	H17.10月現在の施設入所者(5,945人)の25％(1,486人)

	
	入所者の削減数
	H26年度末の施設入所者数をH17.10.1時点の施設入所者数から、1割以上削減を基本とする。(*1)
	H23年度末の施設入所者数を第1期計画時点の施設入所者数から、7％以上削減を基本とする。
	H23年度末までに施設入所者数の12％(713人)削減

	退院可能精神
障がい者の減少
	《 8月末を目途に国で検討中 》
	H24年度までに受入れ条件が整えば退院可能な精神障がい者が退院することを目指し、H23年度末までの減少目標値を設定
	H23年度までの
数値目標1,908人

	福祉施設から一般就労への移行
	H17年度の一般就労への移行実績の4倍以上とすることを基本とし、H26年度中に一般就労に移行する者の数値目標を設定する。
	H23年度中に、福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者の数値目標を設定する。
第1期計画時点の一般就労への移行実績の4倍以上とすることが望ましい。
	800人（４倍）
＊第1期計画時の福祉施設からの就労者数204人

	就労支援事業の利用者数
	就労移行支援事業
	H26年度末における福祉施設の利用者のうち、2割以上の者が就労移行支援事業を利用することを基本とする。
	H23年度末までに第1期計画時点の福祉施設の利用者のうち、2割以上の者が就労移行支援事業を利用することを目指す。
	3,600人
（施設利用者の2割）

	
	就労継続支援(A型)事業
	H26年度末において、就労継続支援事業の利用者のうち3割は就労継続支援(A型)事業を利用することを基本とする。
	H23年度末において、就労継続支援事業利用者のうち、3割は就労継続支援（A型）事業を利用することを目指す。
	2,300人
（就労継続支援全体の3割）

	公共職業安定所経由による福祉施設利用者の就職者
	《 8月末を目途に国で検討中 》
	H23年度において、福祉施設から一般就労への移行を希望する全ての者が、公共職業安定所の支援を受けて就職できる体制づくりを行う
	一般就労を希望するすべての者

	障がい者の態様に応じた多様な委託訓練事業の受講者
	《 8月末を目途に国で検討中 》
	H23年度において、福祉施設から一般就労へ移行する者のうち3割が受講することを目指す。
	240人（福祉施設からの一般就労者の3割）

	障がい者試行雇用事業の開始者
	《 8月末を目途に国で検討中 》
	H23年度において、福祉施設から一般就労へ移行する者のうち5割が障がい者試行雇用事業の開始者となることを目指す。
	400人（福祉施設からの一般就労者の5割）

	職場適応援助者による支援の対象者
	《 8月末を目途に国で検討中 》
	H23年度において、福祉施設から一般就労へ移行する者のうち5割が支援が受けられるようにすることを目指す。
	400人（福祉施設からの一般就労者の5割）

	障がい者就業・生活支援センター事業
	支援対象者
	《 8月末を目途に国で検討中 》
	H23年度において、福祉施設から一般就労に移行する全ての者が、支援を受けられるようにすることを目指す。
	―――――

	
	設置数
	《 8月末を目途に国で検討中 》
	すべての圏域で１カ所ずつ設置することを目指す。
	―――――


【サービスの見込量及び入所定員総数の設定方法】
〇算出に当たっての指針は、数値目標に係るものを除き、基本的に変更しない。
〇旧体系施設が全て新体系に移行できるようサービス量を見込む。
〇児童福祉法の改正により、18歳以上の入所者について障害者自立支援法に基づく障害者支援施設等として利用させることとした施設は除く。（＊当該施設の入所者についても計画的に地域移行を進めることが望ましい。）
都道府県は、児童福祉法改正に伴う知的障がい児施設等から障がい者支援施設等への移行により計画定員数を上回る場合でも指定を行うなど、移行が円滑に進むよう留意する。
〇各種経過措置や新サービス（相談支援、同行援護）の見込量の考え方などは追って示す。
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年度


各計画と


根拠法





15





障がい者計画


（ 障害者基本法 ）





障がい福祉計画


（障害者自立支援法）





16





17





18





19





20





21





22





23





24





第４次障がい者計画（仮称）





第３次障がい者計画


(後期計画)





第３次障害者計画





第3期障がい福祉計画





第2期障がい福祉計画





第1期障がい福祉計画





パブリックコメント


府議会における審議
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画(案)の策定





第3期障がい福祉


計画の策定


(平成24年3月)





自立支援協議会開催


（平成24年1月～2月）





自立支援協議会開催


(平成23年8月9日)




















・第3期障がい福祉計画(案)の審議





資料４-１





(*1)児童福祉法の改正により、18歳以上の入所者について障害者自立支援法に基づく障害者支援施設等として利用させることとした施設を除いて設定する。








